
空家等対策における施策・事業（マトリクス図)
資料7－（１）

民間主体

行政主体

予防・管理 除却

㉗空き家の管理サービス（NPO法人空家・空地管理センター）

①特定空家に対する行政代執行・略式代執行

②特定空家に対する緊急代執行

③管理不全空家に対する指導・勧告

④空家等管理活用支援法人制度

⑤空家等活用促進区域

⑥財産管理人制度

⑦空家等対策総合支援事業⑧住まいのエンディングノート

⑨相続おしかけ講座

⑩空き家コーディネーター

⑪空き家の持ち主応援隊

㉒空き家管理サービス（⑪との連携）

（公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会、公益社団法人全日本不動産協会埼玉県本部）

⑫住み替えバンク（上山市）

⑬住まいの終活ノート（朝霞市）

⑭ふるさと納税による「空家等見回りサービス」（越谷市）

⑯空き家片付け補助金（玉村町）

⑱空家ポータルサイト(八戸市)⑰川島モデル（川島版空き家対策）（川島町）

⑲学生専用シェアハウスの整備に係る補助金（和歌山市）

⑳非居住住宅利活用促進税（京都市）

㉓空き家マイスター（公益社団法人愛知県宅地建物取引業協会）

㉔空き家管理事業者登録制度（公益社団法人愛知県宅地建物取引業協会）

㉕ランドバンク（NPO法人かみのやまランドバンク）

㉖マイホーム借り上げ制度（一般社団法人移住・住みかえ支援機構）

㉘空家片付けイベント（NPO法人ふるさと福井サポートセンター）

㉙一軒まるごと蚤ノ市（一般社団法人たきびれっじ）

㉚すみだ向島EXPO（一般財団法人八島花文化財団）

㉛リノベーション・賃貸募集、売買マッチング（株式会社ジェクトワン）

㉜解体工事一括見積サービス（株式会社クラッソーネ）㉝多拠点コミュニティサービス（株式会社アドレス）

利活用
リノベーション

㉑リノベーションスクール（紫波町）

：国 ：埼玉県 ：ほかの自治体等※施策・事業名の前の数字は資料７－（２）の数字と対応しています。


